
別紙２ 
 

新 旧 

第１ （略） 

第２ 居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居者生活介護費に係る部分に限

る。）及び施設サービス単位数表 

１ 通則 

(１)・(２) （略） 

(３) 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、

介護療養施設サービス及び介護医療院サービスについては、当該事業所又は施設の利用者等

の定員を上回る利用者等を入所等させているいわゆる定員超過利用に対し、介護給付費の減

額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、定員超過利用の基準及び単位数の算

定方法を明らかにしているところであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定で

あり、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。 

②～⑤ （略） 

(４) （略） 

(５) 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について 

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、介護福祉施設サービス、

介護保健施設サービス、介護療養施設サービス及び介護医療院サービスについては、当該事

業所又は施設の看護師等の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回っているいわゆる人

員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、

人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、これは、適

正なサービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未然防止を図るよう努め

るものとする。 

②～⑥ （略） 

(６) 夜勤体制による減算について 

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、

介護療養施設サービス及び介護医療院サービスについては、夜勤を行う職員の員数が基準に

満たない場合の所定単位数の減算に係る規定（厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準（平成 12 年厚生省告示第 29号。以下「夜勤職員基準」という。））を置

いているところであるが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに対応

し、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員又は介護職員

の員数不足の未然防止を図るよう努めるものとする。 

②～④ （略） 

(７)～(９) （略） 

(10) 栄養管理について 

短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型

第１ （略） 

第２ 居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居者生活介護費に係る部分に限

る。）及び施設サービス単位数表 

１ 通則 

(１)・(２) （略） 

(３) 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及

び介護療養施設サービスについては、当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利用者

等を入所等させているいわゆる定員超過利用に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通

所介護費等の算定方法において、定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにして

いるところであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、定員超過利用の

未然防止を図るよう努めるものとする。 

②～⑤ （略） 

(４) （略） 

(５) 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について 

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、介護福祉施設サービス、

介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスについては、当該事業所又は施設の看護師

等の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回っているいわゆる人員基準欠如に対し、介

護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、人員基準欠如の基準及

び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、これは、適正なサービスの提供を

確保するための規定であり、人員基準欠如の未然防止を図るよう努めるものとする。 

 

②～⑥ （略） 

(６) 夜勤体制による減算について 

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及

び介護療養施設サービスについては、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定単

位数の減算に係る規定（厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平

成 12 年厚生省告示第 29号。以下「夜勤職員基準」という。））を置いているところである

が、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに対応し、適正なサービスの

提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員又は介護職員の員数不足の未然防止

を図るよう努めるものとする。 

②～④ （略） 

(７)～(９) （略） 

(10) 栄養管理について 

短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護療養

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（抄）（老企第 40 号平成 12 年３月８厚生省老人保健福祉局企画課長通知）  
傍線の部分は改正部分 
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医療施設及び介護医療院においては、栄養士が、各利用者の年齢等に応じて適切な栄養量及び

内容の食事提供を行う体制を整備し、各利用者の栄養状態にあった栄養管理を行うこと。 

 

２ 短期入所生活介護費 

(１) 指定短期入所生活介護費を算定するための基準について 

イ～ハ （略） 

ニ 施設基準第10号ニに規定する指定短期入所生活介護費 

短期入所生活介護が、ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修した居室で

あって、居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じているものに限る。）（「ユ

ニット型個室的多床室」という。）の利用者に対して行われるものであること。 

(２) （略）  

(３) 併設事業所について 

① 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37

号。以下「居宅サービス基準」という。）第 121 条第４項に規定する併設事業所については、

併設型短期入所生活介護費が算定される（施設基準第９号ロ(２)）が、ここでいう併設事業

所とは、特別養護老人ホーム等と同一敷地内又は隣接する敷地において、サービスの提供、

夜勤を行う職員の配置等が特別養護老人ホーム等と一体的に行われている短期入所生活介護

事業所を指すものであること。 

② 併設事業所における所定単位数の算定（職員の配置数の算定）並びに人員基準欠如・夜勤

を行う職員数による所定単位数の減算については、本体施設と一体的に行うものであること。

より具体的には、 

イ 指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。以下(３)並びに(８)、(10)、

(12)及び(18)において同じ。）の併設事業所の場合は、指定介護老人福祉施設の入所者数

と短期入所生活介護の利用者数を合算した上で、職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護

職員又は看護職員の配置数を算定すること。したがって、例えば、前年度の平均入所者数

70人の指定介護老人福祉施設に前年度の平均利用者数20人の短期入所生活介護事業所が併

設されている場合は、併設型短期入所生活介護費(Ⅰ)（３：１の人員配置に対応するもの）

を算定するために必要な介護職員又は看護職員は合計で 30人であり、必要な夜勤を行う職

員の数は４人であること。 

なお、ユニット型同士が併設する場合は、指定介護老人福祉施設のユニット数と短期入

所生活介護事業所のユニット数を合算した上で、夜勤職員の配置数を算定すること。例え

ば、３ユニットの指定介護老人福祉施設に、１ユニットの短期入所生活介護事業所が併設

されている場合は、２のユニットごとに夜勤職員を１人以上配置することが必要であるこ

とから、必要な夜勤職員数は２人であること。 

また、ユニット型とユニット型以外が併設されている場合は、利用者の処遇に支障がな

型医療施設においては、常勤の管理栄養士又は栄養士が、各利用者の年齢等に応じて適切な栄

養量及び内容の食事提供を行う体制を整備し、各利用者の栄養状態にあった栄養管理を行うこ

と。 

２ 短期入所生活介護費 

(１) 指定短期入所生活介護費を算定するための基準について 

イ～ハ （略） 

ニ 施設基準第10号ニに規定する指定短期入所生活介護費 

短期入所生活介護が、ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修した居室で

あって、居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じているものに限る。）（「ユ

ニット型準個室」という。）の利用者に対して行われるものであること。 

(２) （略）  

(３) 併設事業所について 

① 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37

号。以下「居宅サービス基準」という。）第 121 条第４項に規定する併設事業所については、

併設型短期入所生活介護費が算定される（施設基準第９号ロ(１)）が、ここでいう併設事業

所とは、特別養護老人ホーム等と同一敷地内又は隣接する敷地において、サービスの提供、

夜勤を行う職員の配置等が特別養護老人ホーム等と一体的に行われている短期入所生活介護

事業所を指すものであること。 

② 併設事業所における所定単位数の算定（職員の配置数の算定）並びに人員基準欠如・夜勤

を行う職員数による所定単位数の減算については、本体施設と一体的に行うものであること。

より具体的には、 

イ 指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。以下(３)並びに(６)、(８)

及び(10)において同じ。）の併設事業所の場合は、指定介護老人福祉施設の入所者数と短

期入所生活介護の利用者数を合算した上で、職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護職員

又は看護職員の配置数を算定すること。したがって、例えば、前年度の平均入所者数 70 人

の指定介護老人福祉施設に前年度の平均利用者数20人の短期入所生活介護事業所が併設さ

れている場合は、併設型短期入所生活介護費(Ⅰ)（３：１の人員配置に対応するもの）を

算定するために必要な介護職員又は看護職員は合計で 30 人であり、必要な夜勤を行う職員

の数は４人であること。 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（抄）（老企第 40 号平成 12 年３月８厚生省老人保健福祉局企画課長通知）  
傍線の部分は改正部分 


